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智 一

は じ め に

今 日,技 術開発 ・管理の主体 として最 も大 きな役割を占めているのは,多 国

籍企業(MultinationalEnterprises;MNE)で あると言われている。 よって,

多国籍企業の技術戦略の歴史やそのメカニズムを理解することは,世 界的な技

術パ ラダイムの動向を把握することに等 しい。

一般に,多 国籍企業の技術戦略 と呼ばれるものには,新 たに技術を開発する

戦略(技 術開発戦略)と,そ の開発技術を管理 し効率的に運用する戦略(技 術

管理戦略)の 二段階があると考えられている1)。第一段階にあたる技術開発戦

略では,マ ーケティングや研究開発(Research&Development;R&D)を

1)本 稿 で は便 宜上,前 者 を 「技術 開発戦 略 」,後 者 を 「技術 管 理戦 略」 と名付 けて

い るが,ど ち らも正 式 名称 で はない。 例 え ば,菰 田文男 氏 は,前 者 を 「研 究 開発
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行い,新 技術の開発が 目指 される。そして,第 二段階の技術管理戦略では,新

たに開発 された技術 を専有化す ることで,投 下資本(主 にR&D費)の 回収

お よび利潤極大化が目指される。

このように多国籍企業の技術戦略に対する分析には,い わば二段階の視角が

必要 とされているのだが,昨 今の技術開発戦略分析の着実な深化に比 して,技

術管理戦略に対する研究の遅れが目立つ2)。例えば,従 来の多国籍企業の技術

管理戦略分析では,特 許権による管理手法の実態ばか りが強調され,さ らには

同戦略の理論体系 も特許システムそのものと同一視される傾向が強いものであ

った3)。

しか しながら,技 術管理戦略 とは,こ うした特許戦略だけを意味するもので

はない。 また;現 代多国籍企業の技術管理戦略は,よ り多様化 ・複雑化する傾

向にあ り,今 日ではこうした誤認が多国籍企業の技術戦略分析全般に対する,

大きな障害 となりつつある。

本稿では,以 上の問題意識か ら,多 国籍企業の技術管理戦略をめぐる理論を

改めて整理 し直し,新 たに最新の情報を組み込むことによって,現 時点におけ

る同戦略の体系化を行 う。また,別 稿 においては,技 術開発戦略に関す る考察

も行い,本 稿の分析 と合わせ,最 終的に"現 代多国籍企業の技術戦略"と して

の体系化を目指 したい。

戦 略」,後 者 を 「技術 の管 理 ・監視 戦略」 と位 置付 けてい る。菰 田文 男 「ア メ リカ

多 国籍 企 業 の技術 戦 略一 技 術 ・情 報 の国 際的 ネ ッ トワー クの確 立一 」 『東 亜経 済

研 究』 第48巻 第1・2号,1981年4月,参 照 。

2)技 術 開発 戦 略 に対す る理 論 的研 究 は多 くの 蓄積 があ る。詳 しくは,土 屋 守 章稿 「技

術 開発戦 略」 日本経 済新 聞社編 『現 代経 営 学 ガイ ド』 日本 経済 新 聞社,1987年,

を参照 の こ と。

3)斎 藤優稿 「技 術 戦略」 多 国籍 企業研 究 会編 『多 国籍企 業経 営戦 略 の展 開』 マ グ ロ

ウ ヒル好 学社,1977年,92～106頁,同 稿 「技 術 ・特 許」 山崎清 ・竹 田志郎 編 『テ

キス トブ ック国 際経営 』 有斐 閣,1982年,126～135頁,参 照。
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第一章 MNE理 論と多国籍企業の技術管理戦略

第一節 企業の多国籍化と 「専有可能性の確保」

本稿 で は,多 国籍 企 業 の 技 術 管 理 戦 略 の 理 論 的 背 景 と して,ハ イ マ ー(S.H.

Hymer)を 始 祖 とす るMNE理 論(thetheoryoftheMNE)を 取 り上 げ て い る 。

そ も そ もMNE理 論 とい う理 論 体 系 は,1950年 代 か ら1960年 代 初 期 に急 増 し

た,米 国企 業 に よる 対 外 直接 投 資(ForeignDirectInvestment;FDI)分 析 に

端 を発 して い る。IMF(lnternationalMonetaryFund;国 際 通 貨 基 金)編 纂

のBalancePaymentsManualに よ る と,DirectInvestmentと は,「 投 資 家

(inventor)が 自 らの 居 住 す る 国 家 以 外 で 活 動 す る企 業 に対 して,永 続 的 な 株

式 取 得 を通 じて 行 う投 資 で あ り,投 資 家 の 目的 は 企 業 経 営 へ の 実 効 的 な発 言 権

(effectivevoice)を 確 保 す る こ とに あ る4)」,と 定 義 さ れ て い る。

よ っ て,FDIを 行 う こ と は 企 業 の 多 国 籍 化 を 意 味 して お り,こ こ か ら,

MNE理 論 イ コー ルFDI理 論 で あ る と す る 関 係 式 が 成 立 す る5)。 さ ら に,

MNE理 論において論 じられているFDI分 析の内容は,本 稿で取 り上げた多国

4)InternationalMonetaryFund,(1977),BalanceOfPのymentsManasal'Fourth

Edition,Washington,D.C.p.136.洞 口 治 夫 『日本 企 業 の 海 外 直 接 投 資 一 ア ジ ァ

へ の 進 出 と撤 退 一 』 東 京 大 学 出 版 会,1992年,13頁 。 括 弧 内 筆 者 加 筆 。

5)同 上,15頁 。

6)菰 田 文 男 氏 は,「 技 術 の 秘 匿 」 に対 す る 理 論 的 潮 流 と し て,「 技 術 占 有 論 」 と 「多

国 籍 企 業 論 」の 存 在 を 挙 げ て い る。す な わ ち,技 術 管 理 戦 略 に お け る 専 有 問 題 は,

MNE理 論 と 同 じ流 れ に あ る と さ れ る 。 菰 田 文 男 『現 代 国 際 技 術 移 転 論 の 研 究

(上)』 山 ロ 大 学 経 済 学 会,1984年,57～60頁 。 「技 術 占 有 論 」 に 関 す る 文 献 は 以

下 の 通 り。K.J.Arrow,(1962),"EconomicWelfareandAllocationofResource

forInvention,"The1～ateof1)irectionofInventiveActivity'A1～eportof

ハ励o%01B〃 廻%ofEconomicResearch,ArnoPress.SP.Magee,(1977),"ln-

formationandtheMultinationalCorporation:AnAppropriabilityTheoryof

DirectForeignInvestment,"J.N.Bhagwati,(ed.),TkeNewInternationalEco-

nomicOrder,Cambridge,Mass.:MITPress.S.P、Magee,(1981),"TheApprop-

riabilityTheoryoftheMultinationalCorporation,"TheAnnalsoftheAmerican

AeademyofPoliticalandSocialScience,November.
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籍企業の技術管理戦略 と密接な関連 性を持っている6)。なぜならば,MNE理

論において論 じられるFDIの 選択 目的には,「専有可能性の確保」が掲げ られ

てお り,こ れは同時に多国籍企業による技術管理戦略の目的そのものでもあっ

たか らである。

「専有可能性」とは,「イノベーションによって社会全体が受ける利益のうち,

研究開発投資を行いイノベーションを実現 した企業がどの程度,自 らの手にす

ることができるかというその程度のこと7)」を意味するとされる。そして,「専有

可能性の確保」とは,ま さに多国籍企業の技術管理戦略の目的にほかならない。

つまり,MNE理 論とは,企 業が国境 を越えた 「専有可能性の確保」を目指

す場合,最 適な対外事業活動(internationaloperations)の 選択肢がFDIで あ

ることを論 じでいる理論体系なのであり,こ こか ら多国籍企業の技術管理戦略

の理論的背景をMNE理 論に求めることが可能となると考えられるのである。

技術戦略の観点から見れば,MNE理 論には技術開発戦略の要素は含まれて

ない。これは,同 理論が,当 時の米国多国籍企業の圧倒的な技術開発力を前提

としていたことに起因する。当時のMNE理 論にとって,技 術 開発戦略そのも

のの必要性は問われてお らず,む しろそうした開発技術 をどのように管理する

かが,同 理論における最大の関心事であったと考えられる。

本章ではこうした分析視角か ら,具 体的にMNE理 論におけるFDI分 析内

容 と 「専有可能性の確保」の相関関係について検証す ることを行 う。代表的な

MNE理 論 として,「 産業組織論アプローチ(theindustrialorganizationappr-

oach)」 と 「内部化理論(theinternalizationtheory)」 を取 り上げ,各 理論に

おけるFDI分 析 と 「専有可能性 の確保」の関連性 について分析することとし

たい。

また,本 稿では検証に際して混乱を避けるため,ラ グマン(A.M.Rugman)

らの先例に倣い,企 業特殊 的な情報(information)・ スキル(skill)・ 技巧

7)後 藤 晃 ・永 田晃 也(科 学技術 庁 科学技 術 政策研 究所 第1研 究 グルー プ)「 イ ノベー

シ ョ ン の 専 有 可 能 性 と技 術 機 会 一 サ ー ベ イ デー タ に よ る 日米 比 較 研 究 一 」
『NISTEPREPORT』No .48,1997年3月,16頁 。
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(technique)・ 技 術(technology)な どを総 称 して 「知 識(knowledge)」 と呼

び換 え,議 論 の単純 化 を図 る こ と と して い る8)。 さ らに,特 許権(PatentRight)

な どを関 連 ・非 関連 企業 に国境 を越 えて 賃貸 しす るLicensingに 関 して も,MNE

理 論 ご と に 「技 術 輸 出」,「技 術 提 携」,「ラ イ セ ンシ ング」,「ライ セ ンス供 与 」 と

日本 語 訳 が様 々に異 な るた め,同 様 な見 地 か ら 「ラ イセ ンシ ング」に統 一 して い る。

第二節MNE理 論 と 「専有可能性の確保」

第一項 産業組織論アプローチと 「専有可能性の確保」

1950年 代から米国企業 を中心に急増 したFDIは,従 来の利子率に規定され

た証券投資理論(thetheoryofportfolioinvestment)で は説明がつかず,こ

の新 たな実体経済の動 きを有効に説明 し得る理論の構築が切望されていた。こ

の当時,企 業がグローバル化を目指す傾向は,市 場拡大による利潤極大化への

動 きとして認識されていたが,そ の進出形態 をめ ぐっては"輸 出"や"ラ イセ

ンシング"が 一般的であるとされていた。

ハ イ マ ー は,企 業 がFDIを 行 う最 大 の理 由 を,当 該 企 業 の 所 有 す る 「優 位

性(advantages)」 の存 在 に 求 め,さ らに こ う した 「優 位 性 」 を 国 際 的 に 「支

配(control)」 す る こ とが,対 外 事 業 活 動 で の 利 潤 極 大 化 を可 能 とす る と論 じ

た9)。 こ の ハ イ マ ー の 主 張 は,後 に キ ン ドル バ ー ガ ー(CP.Kindleberger)や

ケ イ ビ ス(R.ECaves)ら に よ っ て 精 緻 化 さ れ10),今 日で は 一 般 に 「産 業 組 織

8)A.M.Rugman,D.J.LecrawandBooth,L.D.,(1985),International.Business,

McGraw-Hill,Inc.NewYork,p.104.(中 島潤 ・安 室 憲 一 ・江 夏健 一 監 訳/多 国 籍 企

業 研 究 会 訳 『イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ビ ジ ネ ス(上)』 マ グ ロ ウ ヒ ル,1987年,135頁)。

9)S.H.Hymer,(1976),TheInternationalOperationsOfNationalFirms'AStudy

ofDirectForeignlnvestment,TheMITPress,Chapter1-3.(宮 崎 義 一 編 訳 『多

国 籍 企 業 論 』 岩 波 書 店,1979年,第1部 「一 」 ～ 「三 」)。

10)C.P.Kindleberger,(1969),AmeγicanBusinessAbroad/SixLecturesonI)irect

Investment,YaleUniversity.(小 沼 敏 監 訳 『国 際 化 経 済 の 論 理 』ぺ りか ん社,1970

年),RECaves,(1971),"lnternationalCorporations:TheIndustrialEcono-

micsofForeignInvestment,"Economica,Vol.38.(季 刊 現 代 経 済 編 集 部 訳 「国

際 企 業 一対 外 投 資 の 産 業 経 済 学 」 『季 刊 現 代 経 済 』 日本 経 済 新 聞 社,1972年9月)。
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論 ア プ ロ ー チ」 と し て,総 称 化 さ れ て い る。 こ れ は,ハ イマ ー が 「優 位 性 」 の

概念を,ベ イン(B.S.Bain)の 『産業組織論』 における 「既存企業の新規参

入企業に対 して保持する優位性」に求めていたことに由来している11)(表1

参 照)。 また,キ ン ドル バ ー ガー は,ハ イ マ ー の 「優 位 性 」 の 概 念 を継 承 し,

独 自に 「独 占 的優 位 性(monopolisticadvantage)」 を提 示 して い る12)。

表1既 存企業の優位性とそれらの発生原因に関するベインの総括表

1既 存企業に絶対的なコス ト優位性 を生ぜ しめる典型 的な原因。

① 特許 としてか,あ るいは企業秘密 としてかいずれの方法で,既 存企業が生産技術 を支

配 していること。(こ のような支配に よって,新 規参入者 は,最 適技術 を入手す ること

が不可能 となるか,さ もなければ,そ の技術使用のために差別的な特許料 を支払 わされ

ることになる。)

② 既存企業 にだけ低廉iな購入価格 を許容す る生産要素市場(た とえば労働市場,原 料市

場等)の 不完全性,新 規参入者 に供給 されることを禁止 した既存企業 による戦略物資供

給(た とえば資源)の 所有 と支配,そ の結果,新 規参入者は戦略物 資供給において劣位

におかれるか,そ の代償に差別的な高価格 を要求されるこ とになる。

③ 効率的な新規参入企業による需要に対す る生産要素の供給 を,指 定市場あるいは部分

市場の範囲 に限定す ること。 このため新規参入が増大することに よって 目に見えて要素

価格は上昇することになる。

④ 既存 企業 よ り潜在的な新規参入者 に高い利子率 を課す ような資金市場状態。(こ のよ

うな状態は,明 らかに効率 的な企業に対する絶対的な資本必要量 の増加につ れて,既 存

企業 に対する優位性の源泉 として有効 に作用す るもの と思われる。)

ll既 存企業に生産物差別を生ぜ しめる典型的な原 因

① 既存の商標 と会社周知度 に対する買手積年の選 り好 み。ただ し,狭 い少数 の買手間に

限 られたものを除 く一般的なもの。

② 既存企業が特許 によって製品デザインの優位性 を支配す ること。それによって新規参

入者 を排除するか,差 別的な特許料 を課すこ とが可能 となる。

11)Hymer,(1976),op.cit.,p.42.(邦 訳,37頁)。 ま た,カ ン トウ ェ ル は,よ り 「支

配 」 概 念 を 強 調 し,「 市 場 支 配 ア プ ロ ー チ(marketpowerapproach)」 と呼 び 換

え て い る。J.Cantwell,(1991),"Asurveyoftheoriesofinternationalproduc-

tion,"inCN.Pitelis&Sugden,R,(eds.),TheNatareoftheTransnational

Firms,Routledge,pp.19-23.南 昭 二 「S.H.ハ イ マ ー の 対 外 直 接 投 資 理 論 の 研 究 」

『関 西 学 院 大 学 産 研 論 集 』 第21号 ,1994年3月,3頁 。

12)Kindleberger,(1969),op.cit.,p.14.(邦 訳,29頁)。 ま た,キ ン ドル バ ー ガ ー の

提 示 し た 「独 占 的 優 位 性 」 の 「独 占 的 」 と い う修 飾 語 に つ い て は,我 が 国 に お い

て 過 去 に 論 争 が あ る。 詳 し くは,洞 口,前 掲 書,東 京 大 学 出 版 会,1992年,第1

章,を 参 照 さ れ た い 。
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③ 既存企業が有利な販路 を所 有 し,契 約の上で支配す ること。 その場合 には,そ れ以上

の販路へ の供給は,完 全弾力的ではな くなる。

皿 大規模企業の利益を持続 させ ることによって新規参入 を断念せ しめる典型的な原 因。

① 最適企業が市場のかな り大 きい占有率をもつ ような大量生産 と大量配給に伴 う実質上

の利益。(それは産出料一単位 当 り生産要素量で限定 される。)

② 上 と同様の効果 をもつ大量生産に伴 う厳密 に金銭上の利益。(た とえば大規模な買手

の大 きな交渉力による利益のように貨幣上の利益に限られる。)

③ 上 と同様の効果をもつ大規模 な広告その他の販売促進策による実質上 または金銭上の

利益。

(原 資 料)J.SBain,(1956),BarrierstoIVewComψetition,Cambridge,Mass.:HarvardUni-

versityPress,ppユ5-16.

(出 所)S.H.Hymer,(1976),ThelnternationalOperationsofNationalFirms:AStκdyof

DirectForeignInvest〃zent,TheMITPress,pp.44-45.(宮 崎 義 一 編 訳 『多 国 籍 企

業 論 』 岩 波 書 店,1979年,36～37頁)。

ある企業が競合他社には無い 「優位性」を所有 しているとしよう。では,こ

の 「優位性」を行使することによって外国市場での利潤獲得 を目指す場合,ど

のような進出形態 を選択すべ きか。産業組織論アプローチでは,こ の問いに対

する解答 としてFDIを 挙げるわけだが,こ こにその理由として 「支配」 とい

う概念が登場することとなる。では,こ の 「支配」 という概念 とは,一 体 どの

ようなものか。

「外国企業に対する支配は,そ の当該外国企業 とその他の国の企業との問の

競争を排除する目的のために必要とされる。もしくは,一 定の技術 と一定の能

力に対する報酬を完全 に掌握する目的のために,支 配が必要 とされる13)。」

つま り,産 業組織論アプローチにおける 「支配」 とは,企 業 自身が所有する

「優位性」,す なわち技術 や能力 といった 「知識」か ら得 られる 「報酬 を完全

に 掌 握 す る(appropriatefullythereturns)」 こ と を 意 味 し て い る 。 こ れ は ま

13)Hymer,(1976),(～ ρ.cit.,p.25.(邦 訳,20～21頁)。 一般 に,ハ イマ ー理論 に おけ

る 「支 配 の 目的」に対 す る説明 と して は,「競争 の排 除」に関す る部 分が 強調 され,

本稿 で取 り上 げ た 「専 有可 能性 の確 保」 の側 面 につい ての言 及 は,ほ とん ど存 在

しない。 例 えば,長 谷 川信 次稿 「多 国籍 企業 の諸理 論」 江 夏健一 ・首 藤信 彦編 著
『多 国籍 企業 論』 八千 代 出版,1993年,50～53頁,江 夏健 一 ・米澤聡 士 『ワー ク

ブ ック国際 ビ ジネス』 文 眞堂,1998年,83頁,を 参照 の こ と。
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さに,「専有可能性の確保」を意味 している。そ して,こ の 「専有可能性の確保」

こそが,産 業組織論 アプローチにおけるFDIの 選択理由の一つにほかならな

い。では,何 故に輸出やライセンシングは,「優位性」の 「支配」 を実現できな

いと解されているのであろうか。

ハイマーは,企 業が輸出やライセンシング14)ではなくFDIを 選択する理由

として,「 市場の不完全 性」の存在を指摘 している15)。ハイマーによると,輸

出やライセ ンシングを行 う場である市場(外 部市場,正 規市場)は,「 優位性

を利用する方法 として劣位の もの」,で あるという16)。つまり,実 際の市場 は

資源配分の"パ レー ト最適"を 実現 し得ず,そ のため 「優位性」の公正な取引

の場 として適 さない というのである。

ハイマーは,「優位性の保持者をしてみずからの優位性 のために市場を捨て

させ る気持ちに導 くもの」の存在 として,① 市場の非純粋性,② 取引先 との評

価の くいちがい,③ 契約条件の変化,④ 優位性が失われる危険性,を 挙げてい

る17)。ここか らハ イマーは,こ うした様々な 「市場の不完全性」を克服するた

めの 「制度上の工夫」 として,内 部市場の創設を可能とする 「企業」の存在に

注 目する。ハイマーにとって,「 企業」 とは,「市場 を内部化 し,市 場にとって

かわるもの」であ り,その組織 は唯一の"完 全競争市場"の 場であるとされた18)。

「企業は,ま たみずから外国での生産を企てるかわ りに,そ の技術を賃貸し

した り,販 売することができる。企業がどの方法 を選ぶかは,そ の技術に対す

る市場の不完全性の度合いに大いに依存 している。もし,市 場が不完全である

14)ハ イ マ ー は,ラ イ セ ン シ ン グ(技 術 提 携)に つ い て,「 特 許,製 法,技 術,賃 貸

し設 備 お よ び そ の 他 版 権 や 商 標 の よ う な 技 術 財 産 お よ び 特 許 財 産 を 供 給 す る す

べ て の 契 約 」 で あ る,と 説 明 して い る。Hymer,(1976),op.cit.,p.55.(邦 訳,

46頁)。

15)Ibid.,p.27,48.(邦 訳,22,40頁)。

16)Ibid.,p.48.(邦 訳,40頁)。

17)Ibid.,pp.49-51,(邦 訳,41～43頁)。 つ ま り,市 場 を 介 し,輸 出 や ラ イ セ ン シ ン

グ に よ っ て 「優 位 性 」 を 取 引 し よ う とす る な ら ば,技 術 提 携 先 企 業 の 新 た な技

術 開 発 を誘 発 す る 危 険 性 や,顧 客 デ ー タ と い っ た 「営 業 秘 密(tradesecret)」

の 漏 洩 の 危 険 性 が 生 ま れ る とい うの で あ る 。

18)Ibid.,p.48.(邦 訳,40頁)。
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ならば,そ の技術の使用 を支配 しない限 り,そ の能力に対する報酬を完全 に掌

握することはできないかもしれない19)。」

つまり,産 業組織論アプローチでは,ラ イセンシングの可能性 について触れ

ていなが らも,や はり 「優位性」を自らの企業内だけで 「使用」すること,す

なわちFDI(=海 外での完全所有子会社設立)と いう進出形態 こそが,「市場

の不完全性」を回避 し,国 境 を越えた 「知識」の 「支配」=「 専有可能性の確

保」を最適に実現 し得る選択肢であると主張 しているのである。

ここに我々は,産 業組織論アプローチと 「専有可能性の確保」 との理論的接

点を確認することがで きる。

第二項 内部化理論と 「専有可能性の確保」

コース(R.H.Coase)は,市 場取引にかかる費用 と企業の関係 を,次 の よ

うに表現 した。

「生産は個人間の契約 という手段によってまった く分権化 した方法でなされ

うるが,そ の生産物の取引に入 るや,な ん らかの程度の費用が発生する。その

ため,市 場 を通 じて取引を実行するための費用にくらべて,そ れが少ない費用

ですむときには,市 場でなされていた取引を組織化するために企業が生まれる

のである。企業の規模の限界がどこで画 されるか といえば,そ れは,取 引を組

織化する費用が,そ れを市場 を通 じて実行する場合の費用と等 しくなるところ

である。 このことが,企 業が何 を買い,生 産 し,販 売するかを決定するのであ

る20)。」

この 「コース定理」の流れを受け,マ クマナス(J.C.McManus)21)に よっ

19)Ibid.,p.26.(邦 訳,21頁)。

20)RH.Coase,(1988),TheFirm,TheMarket,andTheLaw,TheUniversityof

ChicagoPress,ChicagoandLondon,p.7.(宮 沢 健 一 ・後 藤 晃 ・藤 垣 芳 文 訳 『企

業 ・市 場 ・法 』 東 洋 経 済 新 報 社,1992年,9頁)。

21)J.C.McManus,(1972),"TheTheoryoftheInternationalFirm,"inGillesPaqu-

et,(ed.),TheMultinationaiFirmandtheIVationState,Toronto,Collier-Macmillan.
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て提示 された 「内部化理論」は,そ の後の理論展開によって,厳 密には二つの

学派に分けることができるとされる。すなわち,英 国レディング大学を研究の

中 心 とす る 「レデ ィ ン グ(Reading)学 派 」 と,米 国 の取 引 コ ス ト経 済 学 の 影

響 を受 け る 「取 引 コ ス ト(transactioncosts)学 派 」 の 二 学 派 で あ る22)。

代 表 的 な 論 者 に は,「 レ デ ィ ン グ学 派 」 と して,バ ッ ク レー=カ ソ ン(P.J

.BuckleyandM.Casson),ラ グ マ ン,ダ ニ ング(J.H.Dunning)ら が お り23),

「取 引 コ ス ト学 派 」 と し て は
,ウ ィ リア ム ソ ン(0.EWilliamson),テ ィー ス

(D.J.Teece),ヘ ナ ー ト(J-F.Hennart)ら の 名 が 挙 げ られ る24)。 ま た,産

業 組 織 論 ア プ ロー チ に括 られ て い た 前 出 の ケ イ ビス も,1980年 代 に入 っ て,内

部 化 理 論(レ デ ィ ング学 派)へ の転 向 を果 た して い る25)。

22)長 谷 川,前 掲 稿,江 夏 ・首 藤 編 著,前 掲 書,八 千 代 出 版,1993年,56～59頁 。

23)P.J.BuckleyandCasson,M.,(1976),TheFutureoftheMultinationalEnter-

prise,London&Basingstoke:Macmillan.(清 水 隆 雄 訳 『多 国 籍 企 業 の 将 来 』 文

眞 堂,1993年)。A.M.Rugman,(1981),JnsidetheMultinationals'theEcono-

micsOfInternalMarkets,London:CroomHelm,andNewYork,ColumbiaUni-

versityPress.(江 夏 健 一 訳 『多 国 籍 企 業 と 内 部 化 理 論 』ミネ ル ヴ ァ 書 房,1983年)。

J.H.Dunning,(1981),InternationalProductionandtheMultinationalEnter-

prise,London,GeorgeAllenandUniwin.ま た,ダ ニ ン グ の 理 論 は,「 折 衷 理 論

(eclectictheory)」 と して 一 般 に 分 類 さ れ て い る 。J.H.Dunning,(1979),"Ex-

plainingChangingPatternsofInternationalProduction:lnDefenseoftheEclec-

ticTheory,"OxfordBulletinofEconomicsandStatstics,VoL41,No.4.

24)0.EWilliamson,(1975),MarketsandHierarchies'Ana!ysisandAntitrustIm-

plications,NewYork:FreePress.(浅 沼 萬 里 ・岩 崎 晃 訳 『市 場 と 企 業 組 織 』 日本

評 論 社,1980年),0.E.Williamson,(1985),TheEcono〃TicInstitutionsof

Capitalism,NewYork:FreePress.D.J.Teece,(1986),"TransactionsCost

EconomicsandtheMultinationalEnterprise:anAssessment,"∫ournalofEcono-

micBehaviorandOrganization,No.7.J-F.Hennart,(1986),"WhatisInternali-

zation?,"WeltwirtschaftlichesArchiv,No.122(4).J-F.Hennart,(1988),"A

TransactionCostsTheoryofEquityJointVentures,"StrategicManagement

/burnal,No.9.

25)A.M.Rugman,(1986),"NewTheoriesofTheMultinationalEnterprise:An

AssessmentofInternalizationTheory,"BulletinofEconomicResearch,Vol.38,

No.2,p.102.(板 垣 隆 雄 訳 「多 国 籍 企 業 の 新 理 論:内 部 化 理 論 の 評 価 」 『神 戸 学 院

経 済 学 論 集 』 第18巻 第3号,1986年12月,182頁)。 内 部 化 理 論 へ の 転 向 を 明 らか

な も の と し た 著 作 と して は,RECaves,(1982),Multinationalenterpriseand

economicana!ysis,CambridgeUniversityPress.(岡 本 康 雄 ・周 佐 喜 和 ・長 瀬 勝

彦 ・姉 川 知 史 ・白石 弘 幸 共 訳 『多 国 籍 企 業 と経 済 分 析 』 千 倉 書 房,1992年),が
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長谷川信次氏 による と,両 学派はともに,「 市場の不完全性 を国際移転 され

る財 ・サービスの特性が発生させ る取引コス トに置き換え,多 国籍企業 を不完

全な国際市場 に代わって効率的な取引を実現 させる手段 とみなす点で,共 通 し

ている」とされるものの,「市場の不完全性が取引コス トを形成するメカニズム」

や 「内部化の意味」といったいくつかの点で,明 らかな相違も見られるという26)。

しかし,本 稿ではバ ックレー=カ ソン,ラ グマンといった,レ ディング学派の

提唱する内部化理論に的を絞 り,こ こか ら多国籍企業の技術管理戦略 との理論

的接点を探ることとする。

では,内 部化理論の内容 とは,一 体 どのようなものであろうか。長谷川氏に

よると,内 部化理論の理論展 開は,以 下のようにまとめることができるとされ

る27)。

① 市場の不完全性は取引の対象 となる財 ・サービスの特性 によって生み出

される。典型的には,中 間財や知識 ・情報に関して市場は高度に不完全 と

なる。

② 不完全市場の利用にかかる取引コス トは,取 引を企業内に内部化するこ

とで回避できる。これが内部化の利益である。

③ しか し内部化にも費用がかかる。 したがって,内 部化のコス ト(費 用)

とベネフィット(利 益)が 限界的に一致するまで,企 業は取引を内部化 し

ようとする。

④ 内部化行動が国境にまたがって行われるときに,企 業は多国籍化する。

あ る 。 ま た,内 部 化 理 論 学 派 に は含 ま れ て い な い が,ス トッ プ フ ォー ドら も技 術

市 場 の 内 部 化 に つ い て 言 及 し て い る 。J.M.Stopford&Wells,Jr.,L.T.,(1972),

ManagingtheMuttinationalEnterPrise'Organi2ationげtheFirmandOwn-

ershiPoftheSubsidiaries,NewYork:BasicBooks,pp.119-124.(山 崎 清 訳 『多

国籍 企 業 の 組 織 と所 有 政 策 一 グ ロ ー バ ル 構 造 を超 え て』ダ イ ヤ モ ン ド社,1978年,

179～186頁)。

26)長 谷 川 信 次 稿 「多 国 籍 企 業 の 内 部 化 理 論 」 『世 界 経 済 評 論 』Vol.33,No.10,1989

年10月 号,44頁 。 詳 し くは,同 稿,44～51頁,を 参 照 の こ と。

27)同 上,44頁 。 一 部 筆 者 加 筆 。
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⑤ 多国籍企業は利潤追求を目的としながらも,不 完全市場に代替する効率

的な取引手段 として積極的に正当化される。

つまり,中 間財取引において発生する,様 々な 「市場の不完全性」 を回避す

るために,企 業は市場 を内部化する,す なわちFDIを 行 う,と 内部化理論は

論 じているのである28)。そして,内 部化理論は,内 部化にもコス トとベネフィ

ッ トが存在することを明 らかにし,そ こか らFDIの 規模 といった,よ り精密

なFDI分 析視角の提供を可能 としたのである。この点は,産 業組織論アプロー

チには存在 しなかった新たな分析視角であり,こ こに内部化理論の進歩性が認

められる29)。

28)「 市場 の不 完 全性」 に対す る見解 は,産 業 組織 論 ア プローチ,内 部化 理論 と もに

ほ ぼ共通 して い る と言 え る。 しか し,内 部化理 論 で は,積 極 的 に産業 組織 論 アプ

ロー チの論 理 的矛盾 を明 らか にす る ことで,自 らの理論 の正 当性 を主張 してい る。

例 えば,バ ッ クレー=カ ソ ンは,産 業 組織 論 ア プロー チの理 論展 開が 「優位 性 」

を 「与件(given)」 と して取 り扱 って い る点 に注 目 し,「 優 位性 」 を 「た なぼ た

式 の利 得(windfallgains)」 や 「天 国か らの マ ナ(mannafromHeaven)」 と し

て捉 え る 分 析 視 角 が,そ の存 在 を 過 大 評 価 させ て い る こ と を批 判 して い る。

BuckleyandCasson,(1976),op.cit.,pp.68-69.(邦 訳,74～75頁)。 また,内

部化 理 論 に よる産 業組 織 論 ア プ ローチ 批判 の代 表 的 な論 文 と して は,J.H.Dun-

ning&Rugman,A.M.(1985),"TheIn且uenceofHymer'sDissertationonthe

TheoryofForeignDirectInvestment,"TheAmericanEconomicIReview,VoL

75,No.2.,が あ る。そ して,同 論 文 に依 拠 した我 が 国の研 究 としては,日 高 克平 「多

国籍 企業 理論 にお け る新潮 流一 内部化 理 論 を中心 に して一 」 『商学 論纂 』(中 央 大

学商学 研 究会)第29巻 第2号,1987年9月,同 「ハ イマー理 論 の再検 討一 初期 ハ

イマ ー理 論 に対す る 内部化 理論 か らの批判 を中心 に一」 『商 学論纂 』(中 央 大学 商

学研 究会)第34巻 第4号,1993年2月,南,前 掲論 文,1994年3月,が あ る。 一

方,洞 ロ氏 は,こ う した 内部化 理論 に よる批判 に対 し,ハ イマ ーが 「取引 費用 理

論 の先駆 者」 で ある とす る視点 か ら 「反批 判」 を展 開 して い る。 洞 口,前 掲 書,

東京 大学 出版 会,1992年,第1章 。 また,長 谷 川信 次氏 も,ハ イマ ー と取 引 コス

ト概 念の 密接 な 関係 につ いて言 及 してい る。 長谷 川,前 掲稿,江 夏 ・首藤 編著,

前掲 書,八 千 代 出版,1993年,52～53頁 。

29)確 か に,企 業 行動 分析 と して の内部化 理 論 には,産 業組 織論 アプ ローチ には ない

進歩性 が 認 め られ る。 しか し一 方 で,以 下の ような理論 的後 退 の側面 も指摘 され

て い る。 「… …即 ち,Hymer仮 説 が 産業 組 織 論 を 国際 的 に適 用 し,多 国籍 企 業

の 巨大性 が市 場構 造 を歪 め さ らに多 国籍 企業 に よる世 界経済 の組 織化 の進 行 とい

う独 自の 世界 経済 体制 論 を構 築 してい ったの に対 して,内 部 化理 論 はあ くまで も
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しかし,FDI分 析 としての精度をより高めた内部化理論においても,産 業

組織論アプローチ と同様 に内部化の理由として,「知識」の「専有可能性の確保」

を挙げていることに変わ りはない。

ラグマンは,企 業の 「内部化の理由」 として,自 然的 ・非自然的な市場不完

全性の存在により(表2参 照),独 自に開発 した 「知識」に対する投資収益を 「専

有化」することが困難であること,す なわち 「知識の消散 リスク(riskofdis-

sipation)」 の存在を指摘 している。 この 「リスク」の存在は,前 述の通 り,産

業組織論 アプローチのハイマー も同様に指摘 している。「知識」に対する価格

設 定 は,「 知 識 」 が 「公 共 財(Publicgood)」 で あ る が ゆ え に,外 部 市 場 で は

効 率 的 に 行 わ れ な い。 よ っ て,こ の 「公 共 財 」 を 「私 的 財(Privategoods)」

とす る行 為 が 内 部 化 に ほ か な らな い,と ラ グ マ ン は主 張 す る30)(表3参 照)。

「… …知 識 に対 して 所 有 権 を割 り当 て る1つ の方 法 が
,内 部化 に よ る もの で あ

る。内部化によって企業内に市場を創設することが,企 業が自ら生み出した知識

を 専 有 す る(Appropriate)こ とを 可 能 な ら しめ る の で あ っ て,さ もな くば知 識

個 別 企業 の行動 様式 に問題 関心 を限定 させ,企 業一般 が世 界 経済 を含 む環境 一般

に どの よ うに対 応 して い くか を理 論的 に展 開 した。 この ことに よって 内部化 理論

は企 業論 と して 理論 精緻 化 ・体 系化 して い くとと もに本 来,多 国 籍企 業論 が検 討

すべ き世 界経 済 体 制論 的領 域 を切 り捨 てて い った とい え る。」 津 守貴 之 「グ ロー

バ ル競 争戦 略論 の展 開一 多 国籍企 業論 の新 動 向一 」 『経 済 学研 究』(九 州 大学経 済

学 会)第56巻 第3号,1990年8月,157頁 。

30)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,pp.105-107.(邦 訳,136～138頁)。

こ う した分 析 視 角 の先 例 と して は,H.G.Johonson,(1970),"TheEfficiencyand

WelfareImplicationsoftheInternationalCorporation;ASymposium,"in

C.P.Kindleberger,(ed.),ThelnternationalCorporation,Cambridge,Mass.:MIT

Press,p.36.(ハ リーG.ジ ョンソ ン稿 「国際 企業 の効 率 と公正」藤原 武平 太 ・

和 田和 訳 『多 国 籍 企業 一その 理論 と行 動』 日本生 産性 本 部,1971年,36頁),が

あ る。 また,科 学 的知識 や技術 とい った 「知識」 は,通 常 の財 と異 な った二 つの

特 徴,す なわ ち,① 消費 の非 競合性,② 排 除可 能性 の低 さ,を 有 して いる と され

る。長 岡貞男 ・平尾 由紀 子 『産業組 織 の経済 学 一基礎 と応 用』日本 評論 社,1998年,

171～173頁 。さ らに,高 度情 報化 社会 にお ける代表 的 な 「知識 」で ある 「情 報財」

の特徴 は,① 容 易 に1つ の媒 体 か ら別 の媒体 へ の記 録 または複 製 が可 能 であ る こ

と,② 複製 を行 うのに元 の財 の生 産 に投 入 され た ほ どの 資源量 は必 要 と しない こ

と,③ 複製 の価 値 は元 の財 と比較 して差が な い こと,の3つ であ る とされ る。廣

松 毅 ・大平 号声 『情 報経 済の マ クロ分析 』東 洋経 済新 報社,1990年,27頁 。
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表2内 部化の理由

自然的な市場不完全性 非自然的な市場不完全性

公共財に関する価格設定:

例えば知識

取引 コス ト:

買手 の不完全性

品質管理

契約締結の困難性

政府規制:

例えば、関税 、外国為替管理、FDI規 制

これ ら、自然的な市場不完全性 と非 自然的な市場不完全性の両者が、MNEの 内部化行動

を誘発す る。

(出 所)A.M.Rugman,D.J.LecrawandBooth,LD.,(1985),InternationalBusiness,

McGraw-Hill,Inc.NewYork,p.104。(中 島 潤 ・安 室 憲 一 ・江 夏 健 一 監 訳/多 国 籍

企 業 研 究 会 訳 『イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ビ ジ ネ ス(上)』 マ グ ロ ウ ヒ ル,1987年,134頁)。

表3公 共財とは何か

定義

ある一人がその財を消費するこ とによって、その他 の当事者 の消費が妨げ られない こと

例

知識、灯台の光、道、橋

どのような場合 に、これ らは私 的財 となるか

所有権が確立 し、外部性が克服 される場合

リンゴの例 のように、私的財のみが通常の市場において価格設定 されうる。知識 のような

公共財は外部性の一例であ り、その場合、市場メカニズムによる価格設定が行 われない。

その代わ りに、知識 に対する所有権を保持するこ とによってのみ、企業は、知識 における

私的投 資に対する報酬 を受け取 ることが可能 となる。すなわち、企業 は収益を専有化 し、

公共財である知識の自然的外部性 を克服す ることがで きるのである。

(出 所)ibid.,p.106.(邦 訳,136頁)。

は失われて しまうであろう。もし企業の自助努力によって生み出された知識か

らの利益 を企業が専有で きないとしたら,そ の知識 を生み出すために必要なコ

ス トを負担することが不可能 とな り,し たがって製品 ・製造工程 ・情報 ・技

術 ・スキルにおける新知識を開発する動機は,も はや存在 しないであろう31)。」

ところが,ダ ニング&ラ グマンによると,こ の 「専有可能性の確保」の理解に関

して,産 業組織論アプローチと内部化理論では,大 きな見解の相違が存在 している

31)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,p.107.(邦 訳,138頁)。 ま た,

Rugman,(1981),op.cit.,pp.29-30.(邦 訳,10～11頁),も 参 照 の こ と 。
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という32)。すなわち,産 業組織論アプローチが多国籍企業の目的を,内 部化による

「専有可能性の確保」によって 「市場の不完全幽 を回避したことを受けて,さ ら

にその 「知識」の価格や産出量を恣意的に規制し,そ の所有から投資費用の回収の

みならず超過利潤(rents)の 獲得を目指すことにあるとしているのに対し,内 部化

理論では,内 部化による 「専有可能性の確保」は,単 に 「知識の消散 リスク」の回

避的行為に過ぎず,そ こには 「何らの超過利潤も期待されていない」,のだというの

である33)。

しか しなが ら,MNE理 論を代表する両理論が,「 専有可能性の確保」 とい

32)つ ま り,内 部 化理 論で は,企 業 は 「市場 の不 完 全性」の い わ ば 「被害 者」であ り,

内部 化 の プロセ ス,す な わ ち内部市場 の 組織 化 は,ま さに外 部市 場 で失 われ た効

率 を改 善(修 復)す る 作 業 に ほ か な らな い,と 解 され て い る の で あ る。Dun-

ning&Rugman,(1985),op.cit.,p.229.,日 高,前 掲 論文,1993年2月,224頁 。

さ らに,多 国籍 企業 は,自 らの事業 活動 にお け る取 引 コス トを節 約す るだけ でな

く,円 滑 な 国際貿 易 の機能 を回復 させ,分 業 と貿 易の利 益拡 大 に よって世 界全 体

の資 源配 分 の効 率性 を高 め,世 界経 済の発 展 に貢献 す る存在 として正 当化 され る。

長谷 川,前 掲 稿,『 世 界経 済 評論』Vol.33,No.10,1989年10月 号,43頁 。 ダニ

ング&ラ グマ ンは,産 業組織 論 ア プ ロー チの 理論展 開 の 中に,内 部化 に よって 効

率 を取 り戻 した多 国籍 企業 が 「専 有可 能性 の確 保」 を維 持す る こ とで市 場独 占を

目指 し,そ の 結果 と して多 国籍 企業 自らが 「市場 の不完 全性 」 の 「創 造者」,「加

害者」 とな るメ カニズ ム を見 出 して い るので あ る。 つ ま り,産 業組 織 論 アプ ロー

チで は,多 国籍 企業 は 「優 位 性」 を永 続化 させ るこ とで参入 障壁 を高 め,資 源 配

分 を撹 乱 し,「知 識」の集 中 と独 占を 図る主体 と して描 か れて い る とい うの であ る。

Rugman,(1981),op.cit.,pp.50-51.(邦 訳,36～37頁),Dunning&Rugman,

(1985),op.cit.,p.229.,日 高,前 掲 論 文,1987年9月,204～214頁,同,前 掲

論 文,1993年2月,225～227頁 。 この問題 に対 して,カ ン トウ ェルは,内 部 化理

論 にお け る 内部 化 プ ロセ スの 目的 が,「 中間 生 産物 市 場(intermediateproduct

markets)」 の 効率 的 な取 引 を通 じての利 潤 極 大化 にあ る こ と,一 方,産 業組 織

論 アプ ロー チ(marketpowerapproach)の 場 合 は,「 最 終 製 品市 場(finalpro-

ductmarkets)」 にお け る市 場支 配 に よ る利 潤 極大 化 に あ るこ とを指 摘 し,両 理

論 の分 析対 象 の違い を明 らか に してい る。Cantwell,(1991),op.cit.,pp.44-52.

南 昭 二 「内部 化 理論 の研 究 」 『関西 学 院大 学 産研 論集』 第22号,1995年3月,16
～17 ,20頁 。

33)し か しなが ら,内 部 化理 論 にお ける多 国籍 企業 の 「超 過利 潤」 の位 置付 け に関 し

ては,理 論 的矛 盾が 多い とされ る。例 え ば,ラ グマ ンらは,多 国籍 企業 が超 過利

潤(rent)を 獲 得 して い る事 実 を認 め なが ら も,内 部市 場 を運営 す る通常 経営 管

理 コス ト等 に よって 相殺 され,実 質的 に は超 過利 潤 を獲得 してい ない,と 論 じて

い る。Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,pp.137-145.(邦 訳,171

～189頁)。 しか し,ラ グマ ンは,別 の著 作 の中 で,多 国籍 企業 を 「究極 的 には,
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うテーマの下で共通性を持ち,理 論的な連続性を指摘することが可能であると

いうことは興味深い事実である。なぜならば,内 部化理論にとって,国 境を越

えた 「知識」の 「専有可能性の確保」は,そ の 「知識」に対する所有権を企業

内に保持すること,す なわち内部化を行 うことによって実現 し得るとされてい

るからである。そして,こ うした内部市場の利用は,や はり完全所有子会社の

設立によるFDIに よって最適に実現されることとなる。

つ まり,内部化理論も産業組織論アプローチ同様に,そ の理論展開の中に「専

有可能性の確保」 という視点が内包されてお り,そ の相関関係を指摘すること

ができるのである。

第三節 技術管理戦略理論としてのMNE理 論

本章の考察か ら,次 の3点 を確認することが可能であると思われる。

すなわち,① 「専有可能性の確保」 というテーマの下で,MNE理 論は連続

した理論体系 にあること,② 「専有可能性の確保」の最適な実現方法 として,

MNE理 論は一様に"内 部化"を 主張 していること,③ 具体的な"内 部化"の

実現手段 としては,FDIが 最適 な選択肢 として挙 げられていること,の3点

である。

つまり,MNE理 論 を"多 国籍企業の技術管理戦略理論"と して読み替 える

な らば,MNE理 論では 「専有可能性の確保」の実現手段 として"内 部化",

すなわちFDIを 最適な選択肢であると結論付けていることになる。

しか し,多 国籍企業の技術管理戦略に対する一般的な認識は,必 ず しもこう

した理論展開に合致 していない。すなわち,既 存の技術管理戦略研究において

は,「 専有可 能性 の確 保」の実現手段 として,い わゆる"知 的財産権戦略

経 済 的 生 き物 」 で あ る と論 じ,そ の 「超 過利 潤 」 の追 求 姿勢 を容 認 して い る。

Rugman,(1981),op.cit.,p.32.(邦 訳,14～15頁)。 こう した内部化 理 論 の理論

的矛盾 につ い て は,小 島清稿 「多 国籍 企業 の 内部化 理論 」池 間誠 ・池本 清編 『国

際貿易 ・生 産論 の新 展 開』 文眞堂,1990年,203～246頁,に おい て詳 し く考察 さ

れて い るので参 照 され たい。
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(lntellectualPropertyStrategy)"を 第一に挙げているという事実が存在 し

てい るか らで あ る。 なか で も,そ の中心 となってい たの は,"特 許戦 略

(PatentStrategy)"で あった34)。

「自動車,電 機,石 油化学などを含む近代大型工業は,技 術集約的で,そ の

ほとんどが多国籍企業化 している。多国籍企業間では,い ずれ も資本調達能力

は大 きく,国 際競争 を決定するのは技術であるから,全 体の経営戦略の中でも

技術戦略は,長 期的には中心的な役割を果た している。ここで経営戦略 として

用いられる技術は,も ちろん特許技術が中心である。新技術は特許をとっては

じめて所有権 ・占有権である特許権が認められ,法 律的に保護され,そ れに基

づいて商品化されて売買が可能となる。開発 した新技術 を誰が所有 し,そ れを

どう使 うかは企業の重要な特許戦略 となる35)。」

つ まり,今 日の技術管理戦略研究では,多 国籍企業が 「専有可能性 の確保」

の実現手段 として,"内 部化(=FDI)"よ りも"外 部化(=特 許戦略)"を 志

向 しつつあることを強調 しているのである。

そして,こ の事実は,こ れまでのMNE理 論 を根底から否定することにつな

がる。なぜならば,前 節で考察 してきたMNE理 論 とは,実 質的に外部市場に

おける取引活動(輸 出 ・ライセ ンシング)を 否定 し,内 部市場 における取引活

動(FDI)を 支持することによって成立する理論体系だからである。つまり,

従来のMNE理 論では,そ の理論展開において,今 日の 「専有可能性の確保」

に対する最適な実現手段の一つ とされる"特 許戦略"を 組み込むことが不可能

とされているのである。

前述の通 り,多 国籍企業の技術管理戦略は,特 許戦略のみを指す ものではな

い。 しか し,同 戦略の一つとして特許戦略が存在 していることは紛れ もない事

実であ り,に もかかわらず,同 戦略理論 としての性格 を有するMNE理 論が特

34)こ の他 に も,商 標戦 略,意 匠戦略,著 作 権 戦略,ノ ウハ ウ戦略,等 の様 々な知 的

財 産権 戦略 が存 在 して い る と考 え られて い る。

35)斎 藤,前 掲 稿,山 崎 ・竹 田編,前 掲書,有 斐 閣,1982年,128頁 。
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許戦略の存在お よびその効力を否定 していることは,大 きな矛盾点であると言

えよう。

では,MNE理 論では,こ うした多国籍企業の特許戦略の存在について,ど

のような説明を行っているのであろうか。次章では,MNE理 論における特許

戦略否定の背景について,詳 しい考察を行 う。

第二章MNE理 論にみる多国籍企業の特許戦略

第一節MNE理 論におけるライセンシングの位置付け

第一項 内部化理論におけるライセンシング選択

内部化理論の最大の特徴は,同 理論が,従 来の 「市場の不完全性」を意味す

る外部市場における取引コス トだけでなく,新 たに内部市場における取引コス

トを想定している点にあるとされる。 この新たな分析視角によって,内 部化理

論は,企 業の外国市場参入方式のパ ターン化を実現 した。これが,内 部化理論

の 「選択問題(輸 出,FDI,ラ イセンシングの選択)」 である36)。

「選択問題」に関しては,バ ックレー=カ ソン,ラ グマン,ダ ニングといっ

た多 くの内部化理論論者が言及を行 っている37)。本節では,な かで もラグマ

ンの分析 を中心に取 り上げることとする。そ して,こ のラグマ ンの分析をもと

36)「 選 択 問 題 」 と い う 名 称 は 一 般 化 さ れ た もの で は な い 。 「選 択 問 題 」 と い う名 称

に つ い て は,金 綱 基 志 「企 業 の グ ロ ー バ ル 化 に 関 す る 理 論 と そ の 展 望 」 『立 教 経

済 学 論 叢 』 第45・46号,1995年3月,を 参 考 と した 。

37)P.J.BuckleyandCasson.M,(1981),"TheOptimalofaForeignDirectInvest-

ment,"Economic∫ournal,No.91,pp.75-87.,Rugman,(1981),op.cit.,Chap-

ter3.(邦 訳,第3章),Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,Chapter

6.(邦 訳,第6章),J.旺Dunning,(1981),"ExplainingOutwardDirectlnvest-

mentofDevelopingCountries:InSupportoftheEclecticTheoryofInterna-

tionalProduction,"inK.KumarandMcLeod.M.G.,(eds.),Multinationalsfrom

l)evelopingCountries,Lexington,pp.1-22.ま た,三 者 の 「選 択 問 題 」 に お け る

分 析 視 角 の 違 い に つ い て は,金 綱,前 掲 論 文,1995年3月,12～22頁,を 参 照 さ

れ た い 。
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に,MNE理 論(内 部化理論)に おけるライセンシングの位置付 けについて考

察することを行 う。

正確には,ラ イセンシングと特許戦略は同一ではない。 しかしなが ら,ラ イ

センシングの対象 となる 「知識」は,そ の多 くが知的財産権化(本 稿では特許

権化)さ れているため38),MNE理 論において論 じられているライセンシン

グを,今 日での知的財産権戦略(本 稿では特許戦略)と して捉 え直すことは可

能である。よって,本 節での 「選択問題」も,そ の分析対象を,従 来の 「輸出,

FDI,ラ イセンシング」から 「輸出,FDI,特 許戦略」へ と置き換えることで,

新たに"内 部化理論における特許戦略の位置付け"に ついて考察することが可

能となると思われる。

外部市場には 「知識の消散 リスク」があ り,そ れを回避す るために企業は

FDIに よって国際的に完全所有子会社 を設立,す なわち多国籍企業化するこ

とで新たに内部市場を創設 し,取 引を内部で処理することを行 う。これが内部

化理論の骨子であった。 よって,内 部市場を創設しているにもかかわらず,あ

えて多国籍企業が 「知識」の取引の場 として外部市場 を利用する戦略,す なわ

ち特許戦略を選択することは,内 部化理論では当然否定されるべ き対象 となる。

しかし,内 部化理論では,多 国籍企業 によるライセンシング選択の可能性が

完全に否定されていたわけではない。内部化理論では,内 部化のコス トとベネ

フィットの計算から,最適な対外事業活動の進出形態が選択 されるとしている。

例 えば,ラ グマ ンは,ハ ーシ ュ(S.Hirsch),ア グモ ン&ハ ー シュ(T.

Agmon&S.Hirsch)ら の分析 に依拠 し,独 自に 「参入方式の選択に関する変

数」を定義することにより,「選択問題」を 「関係式」によって説明す ること

38)例 え ば,ア リ バ ー は,「 知 識 は特 許 の 中 に 体 現 さ れ て い る(knowledgeisembo-

diedinthepatent)」 と して,ラ イ セ ン シ ン グ の 対 象 を 特 許 権 に 限 定 して い る 。

括 弧 内 筆 者 加 筆 。R.Z.Aliber,(1970),"ATheoryofDirectForeignInvest-

ment,"inKindleberger,(ed.),op.cit.,p.22.(ロ バ ー トZ.ア リバ ー 稿 「対 外 直 接

投 資 に 関 す る 一 理 論 」 藤 原 ・和 田 共 訳,前 掲 邦 訳,日 本 生 産 性 本 部,1971年,22

頁)。 こ の 点 に 関 して は,多 国 籍 企 業 研 究 委 員 会 編 『多 国 籍 企 業 論 の 系 譜 と展 望 』

社 団 法 人 世 界 経 済 研 究 協 会,1972年8月,45～49頁,を 参 考 と した 。
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を試 み て い る39)(表4参 照)。

この関係式を見る限 り,ラ グマンは,決 して多国籍企業のライセ ンシングの

選択 を否定 していないことがわかる。 さらに,ラ グマ ンは,「純現在価値法

(TheNetPresentValueMethod)」 に よ っ て,多 国 籍 企 業 が 「コス ト最 小 化

戦略」を行 う場合 には,ま ず輸出,次 にFDI,そ して最後にライセ ンシング,

表4ラ グマ ンの 「選 択問 題」

《参入方式の選択 に関する変数》

国家特殊 的コス ト

C・=本 国での財の通常生産 コス ト(本 国での総生産 関数)。

α=受 入国となる外 国での財の通常生産 コス ト(外 国での総生産関数)。

特別コス ト

M㌧ 輸出マーケテ ィング・コス ト。保険、輸送、関税 を含む(た だし時間的経過 ととも

に後半では、M"の 定義は情報 コス トのみとなる)。

、4"=多 国籍企業が外国の中で事業 を営 むことに伴 う追加 的コス ト。環境 ・文化 ・政治

的コス トが主。

D"=知 識消散 コス ト。ライセ ンシングによって企業特殊的優位性を損 なう リスクと関

連(売 上高喪失 リスクおよびライセンシング協定実施 に伴 うコス ト)。

<関 係 式 》

C+M*<C*+A*(FDIよ り も輸 串の 方 が安 価)か つC+M*<C*+D*(ラ イセ ン

シン グ よ り も輸 出 の方 が 安価)な らば 輸 出 を行 う。

C*+A*<C+M*(輸 出 よ り もFDIの 方 が安 価)か つC*+A*<C*+1)*(ラ イセ

ンシ ン グよ りもFDIの 方が 安 価)な らばFDIを 行 う。

C*+D*<C*+A*(FDIよ り も ラ イ セ ン シ ン グ の 方 が 安 価)か つC*+D*<C+

M*(輸 出 よ りも ライ セ ン シ ング の方 が安 価)な らば ラ イセ ンシ ン グを行 う。

(出 所)A.M.Rugman,(1981),InsidetheMultinationals.'theEcono〃zicsoflnternalMar-

kets,London:CroomHelm,andNewYork,ColumbiaUniversityPress,pp.54-

55.(江 夏 健 一 訳 『多 国 籍 企 業 と 内 部 化 理 論 』 ミ ネ ル ヴ ァ 書 房,1983年,40～41

頁),Rugman,C,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,pp.122-123.(邦 訳,

160～161頁),よ り筆 者 作 成 。

39)Rugman,(1981),op.cit.,pp.54-55.(邦 訳,40～41頁),Rugman,Lecrawand

Booth,(1985),op.cit.,pp.122-125,(邦 訳,160～163頁)。 ハ ー シ ュ,ア グ モ ン

=ハ ー シ ュ の 文 献 は
,以 下 の 通 り。S.Hirsch,(1976),"AnInternationalTrade

andInvestmentTheoryoftheFirm,"OxfordEconomicPapers,No.28,July.

T.Agmon=S.Hirsch,(1979),"MultinationalCorporationsandtheDeveloping

Economies:PotentialGainsinaWorldofImperfectMarketsandUncertainty,"

OxfordBulletinofEconomicsandStatistics,No.41,November.
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図1対 外直接投資決定プロセスのフローチャート

24ヱ

自由貿易障壁

(人為的な市場不完全性)

NO
レ

「
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知識の消散リスク

(自然的な市場不完全性)
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レ

NO

D

輸出

対外直接投資

ラ イセ ン ス供 与

(出 所)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,p.130.(邦 訳,168頁)。

という"時 系列パ ター ン"が 成立す ることを主張 している40)(図1参 照)。 こ

れが,内 部化理論の 「選択問題」の内容である。

第二項MNE理 論におけるライセンシングの位置付け

前述の通 り,内 部化理論は,決 してライセンシングの選択を理論上において否

定 していない。しかし,図1の フローチャートを見 る限り,ラ グマ ンが実質的に

は 「対外直接投資(FDI)」 を多国籍企業の最適な選択肢であると主張 している

ことが理解 されよう。なぜならば,ラ グマンは,「 ライセンス供与(ラ イセンシ

ング)」 という選択が行われる場合を,次 のように想定しているからである。

「受入れ国がMNEに 対 してFDIの 利益 を上回る規制 をかけて くる場合にの

み,MNEは 受入れ国への参入方式としてライセンシングに切 り換えるであろう。

規制によるコス トがFDIの 利益を下回れば,MNEはFDIに 固執する41)。」

40)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,pp.121-130.(邦 訳,158～171頁)。

ま た は,AMRugm鋤(1980),MultinationalsinCqnada:Theory,Perform-

anceandEconomicImpact,Boston:MartinusNijhoff.,も 参 照 の こ と 。

41)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,p.130.(邦 訳,170～171頁)。
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つまり,ラ グマンは,多 国籍企業のライセンシング選択について,あ くまで

FDIが 受入 国の規制 によって妨げ られるような,い わば"不 本意"な ケース

を想定しているのである。

そ して,こ う した ラグマ ンの主 張 を裏付 ける調査 結 果が,テ レジオ

(P.Telesio)に よって報告されている。テレジオは,多 国籍企業による海外

の非関連競争企業 ・少数持ち株合弁企業へのライセンシング理由について調査

し,そ の内容を以下の表にまとめている42)(表5参 照)。

テレジオの調査によると,ラ グマンの指摘通 り,ラ イセンシング選択の理由

として,「政府の強制的ライセ ンス要求」が挙げられている。「政府の強制的ラ

イセンス要求」 とは,市 場参入 を認める代償 として,受 入国が外国多国籍企業

に対 し,い わば"知 識の消散"を 強制 していることにほかならない。そして,

同表における90%と いう高い数値は,ま さに前出のラグマンの仮説を裏付 ける

表5国 際ライセンシングの理由

ラ イ セ ン シ ン グ の 理 由
当該 目的 が重 要で ある

と答 えた企業(%)
回答企業数

1.投 資資金不足 55 46

2.投 資に必要な管理能力の欠如 36 39

3.市 場 に関する知識不足 48 41

4.利 益 を得るこ とがで きない程の市場 の狭阻 73 45

5.強 力 なライバ ルの存在による市場参入の困難 58 45

6.投 資を行なう上での政 治的 リスク 66 35

7.政 府の強制的ライセ ンス要求 90 42

(原 資 料)P.Telesio,(1979),TechnologyLicensingandMultinationalEnterPrises,Praeger,

P.3&

(出 所)菰 田 文 男 『現 代 国 際 技 術 移 転 論 の 研 究(上)』(山 口経 済 研 究 叢 書 第21集)山 ロ 大

学 経 済学 会,1984年,63頁,に 筆 者加 筆 修 正 。

42)P.Telesio,(1979),TechnologyLicensingandMultinationalEnterPrises,Praeger,

pp.37-39.菰 田,前 掲 書(上),山 口 大 学 経 済 学 会,1984年,63頁 。



現代多国籍企業の技術管理戦略とMNE理 論(1) 243

結果となっている43)。

このように,テ レジオの調査によると,ラ グマンの指摘通 り,多 国籍企業の

ライセ ンシング選択 は,FDIが 選択で きない場合の代替措置 として理解すべ

きであると考えられる。 しか し,こ の場合には,「知識の消散 リスク」が発生

することになる。よって,多 国籍企業は様々なリスクを負うことによって,自

らの保有する 「知識」の 「専有可能性の確保」を実現することはできないこと

になる。

「多国籍企業が採択可能な比較選択 の議論において,も しライセ ンシングを

とった場合,企 業特殊的優位性の消散 リスクが生 じることが認められている。

なぜなら,ラ イセンス授与者は,多 国籍企業の企業特殊的優位性についての情

報を,外 部へ再販売 しようと思えばそれがで きるからである44)。」

さらに,ラ グマ ンは,再 販売のリスクだけでな く,そ のライセンスされた 「知

識」 を利用 して,当 該企業が自らに競争を挑むリスクについて も言及 してい

る45)。つ まり,ラ イセンシングによって 「知識の消散 リスク」が現実のもの

となった場合,ラ イセンス供与側である多国籍企業は,「専有可能性の確保」

を実現できないだけでなく,自 らが開発 した 「知識」 によって自らのマーケッ

ト・シェアを奪われ,当該市場からの撤退を余儀 なくされるというのである46)。

こうしてラグマンは,「輸出ないしライセ ンシングといった参入方法の選択

は,企 業特殊的優位の消散 リスクがあるため,そ れは,多 国籍企業を否定する

ものである」,と いう究極的な結論 を導 き出すに至る47)。

43)ま た,コ ル デ(E.J.Kolde)も 「特 許 実 施 権 を付 与 し な い 理 由 」 の 中 で,同 様 に

様 々 な 規 制 の 存 在 に つ い て 触 れ て い る 。EJ.Kolde,(1968),International

BusinessEnterprise,Prentice-Hall,pp.283-284.(山 田 栄 作 ・野 村 忠 訳 『多 国 籍

企 業 の 経 営 学 』 鹿 島 出 版 会,1973年,238～239頁)。

44)Rugman,(1981),op.cit.,p.53.(邦 訳,40頁)。

45)Rugman,LecrawandBooth,(1985),op.cit.,p.122.(邦 訳,159頁)。

46)す な わ ち,「 迂 回 発 明(inventaround)」 の 誘 発 で あ る。 長 岡 貞 男 「知 的 財 産 権

と イ ノ ヴ ェ ー シ ョ ン ー 最 近 の 研 究 動 向 と今 後 の 課 題 一 」 一 橋 大 学 イ ノ ベ ー シ ョ

ン研 究 セ ン タ ・-Wt『BUSINESSREVIEW』 千 倉 書 房,VoL45,No.1,JUN.1997,

91頁 。

47)Rugman,(1981),op.cit.,p.27.(邦 訳,7頁)。
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つ まり,内 部化理論の 「選択問題」において も,実 質的に多国籍企業にとっ

て最適な参入方式は,FDIの みであるとして認識されている ということであ

る。そして,こ うした理論展開は,内 部化理論のみならず,ハ イマーらの産業

組織論アプローチによっても支持 されている。なぜならば,MNE理 論とは,

従来の理論展開の中での 「専有可能性の確保」という視角を内包 している限 り,

ライセンシングの効力 を否定せ ざるを得ないか らである。

確かに,ラ グマンの指摘するライセンシングは"参 入方式"と しての選択肢

であ り,FDI以 降のライセ ンシングの可能性についての明確 な言及はない。

しかし,FDIが ライセ ンシングによって発生する 「知識の消散 リスク」 を回

避するための選択であるならば,当 然,そ の後の 「知識」の取引に際 して も,

MNE理 論は,'完 全所有子会社間による内部市場取引を支持するはずである。

事実,多 くの多国籍企業が 自らの保有する 「知識」を秘匿 ・隠蔽 し,「技術

移転(TechnologyTransfer)」 とい う形によって,内 部市場上での双方向的

な取引活動 を行 っていることが確認 されている48)。 しか し,多 国籍企業が外

部市場取引である特許戦略を,実 際の 「専有可能性の確保」の実現手段 として

使用 していることも,ま た事実なのである。

では,何 故にMNE理 論ではライセンシングが,す なわち特許戦略が 「知識

の消散 リスク」を高める存在 として,初 めから結論付けられているのであろう

か。それは特許権のMNE理 論における位置付けの問題でもある。次節では,

この点に関して詳 しい考察を行 うこととする。

(未完)

48)「 技術 移転 論」におい て は,厳 密 には 関連企 業へ の技術 移転 は 「企 業 内技 術移 転」

と呼 ばれ,非 関連 企業 へ の技術 移転(つ ま り,ラ イ セ ンシ ング等)で あ る 「企 業

間技 術移 転」 と区別 される。菰 田,前 掲 書(下),山 口大学 経済 学会,1984年,73
～75頁

,菰 田文男 『国際技 術移 転 の理論 』有 斐 閣,1987年,113～115頁,参 照 。


